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〇講演内容の構成

１．背景と検討方針

２．ダム効果の即時的かつ効果的な情報発信について

３．ダム事前放流の効果的実施

４．今後の予定

• ダム大規模洪水対応WGの設立の背景
• 「ダム効果の情報発信」と「事前放流」の2点に着目

• 通達「出水後の速報作成に当たっての留意事項について」
• R2.7豪雨、R3.7豪雨及びR3.8豪雨における情報発信状況
• 情報発信の改善提案

• 事前放流の実施状況
• 事前放流に関する課題認識
• 事前放流を効果的に実施するために提言
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【背景】
• 近年、令和2年7月豪雨等、毎年大規模洪水が発生している。
• 異常洪水防災操作の多発などによるダムに関する社会の関心の高まっている。
• 土木学会や地盤工学会などによる災害調査団の立ち上げ、調査実施・報告
会開催を行っている。

• ダム工学会として、可能であればこれら学会等とも情報交換・連携し、日本学
術会議防災学術連携体のような場でも積極的に発信を行っていくことが求めら
れている。

【検討方針】(「ダム効果の情報発信」と「事前放流」の2点に着目)
• 大規模洪水発生後のダム効果を即時的に情報発信する方策を検討する。
• 事前放流の実施状況の把握・課題の抽出を行い、事前放流の洪水調節効
果をさらに高めるための方策を検討する。

⇒これらをダム工学会の提言としてとりまとめて、公表する。

１．背景と検討方針



本WGの問題意識（ダムの洪水調節効果をいかに示すか？）

（１）どこで示すか？
① ダム直下流基準点
② 本川合流後の基準点
③ 氾濫発生地点

（２）どのような指標で示すか？
A 流量低下量
B 水位低下量
C 水量（流出量）低下量
D 氾濫水量

１）一般的には、①－B で水位低下量〇〇cm
←この地点が氾濫していなければ、所詮河道の中の話であり、社会

からは効果が見えにくい
２）③ーCやDを示すことが重要。さらに、経済被害額の減少などが示され

ればより望ましい。

①①

②

③
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具体的な事例具体的な事例

球磨川水害
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• これを令和2年7月の球磨川豪雨に当てはめると、

• 球磨川本川上流では、市房ダムがなかった場合との差（現実：実線
→想定：破線）を、川辺川や人吉では、川辺川ダムがあった場合と
の差（現実：実線→想定：破線）を効果的に示す必要がある。

• 同様の事例として、関東・東北豪雨の鬼怒川4ダム、令和2年7月豪
雨の筑後川の松原・下筌ダムおよび最上川の寒河江ダムなど

• 現実に起こっていない方を推定するのは容易ではなく、これを即時
的かつ効果的に示す手法の開発が求められる。



川辺川ダムの効果（球磨川豪雨検証会議）
6

令和２年７月球磨川豪雨検証
委員会（国土交通省・熊本県）
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１．背景と検討方針

２．ダム効果の即時的かつ効果的な情報発信について

３．ダム事前放流の効果的実施

４．今後の予定

• ダム大規模洪水対応WGの設立の背景
• 「ダム効果の情報発信」と「事前放流」の2点に着目

• 通達「出水後の速報作成に当たっての留意事項について」
• R2.7豪雨、R3.7豪雨及びR3.8豪雨における情報発信状況
• 情報発信の改善提案

• 事前放流の実施状況
• 事前放流に関する課題認識
• 事前放流を効果的に実施するために提言

〇講演内容の構成
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2.1 活動状況
【令和2年度】
• 令和2年7月豪雨で氾濫被害の発生した、最上川、筑後川について、出水
後のダム効果の情報発信の内容調査及びダム効果を即時的に公表するた
めの手法に関する技術的な課題整理

• 「出水後の速報作成に当たっての留意事項について」（平成30年6月1日
付国土交通省水管理・国土保全局事務連絡）の把握

• 最上川、筑後川の河川管理者へヒアリングを実施

【令和3年度】
• 令和3年7月6日～10日の大雨における鶴田ダムの防災操作について、出
水後のダム効果の情報発信の内容調査及びダム効果を即時的に公表する
ための手法に関する技術的な課題整理

• 川内川の河川管理者へヒアリングを実施
• 令和3年8月豪雨における土師ダムの防災操作について、出水後のダム効
果の情報発信の内容調査及びダム効果を即時的に公表するための手法に
関する技術的な課題整理
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「出水後の速報作成に当たっての留意事項について」
（平成30年6月1日付国土交通省水管理・国土保全局事務連絡）の概要

河川整備の効果の算出・公表を効率的に進めるための方法として、以下の点
が示されている。

1. 出水後速やかに（遅くとも3日以内）に対応する。
2. 事業効果の算出・公表の進め方（案）
3. 事前効果の算出・公表に当たっての事前準備（案）

従来のダム効果としての公表内容に加え，ダム効果を表現する手法として，
浸水被害が軽減された面積，家屋数，被害額等を即時的に算出・公表する
ための算出方法や事前準備について示されている。
（予め施設の有無による被害の差（効果）が示しやすい箇所等を効果算出
予定地点として設定し，設定地点毎の氾濫原地盤高を用い氾濫量（V）と
浸水深（H）の関係，段階的な浸水深（H）に対応する被害（浸水面積，
浸水戸数等）を整理し，想定被害数量テーブルを作成）

2.2 平成30年6月1日付国交省連絡事項の確認



10
引用：「出水後の速報作成に当たっての留意事項について」（平成30年6月1日付国土交通省水管理・国土保全局事務連絡）
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【令和２年7月豪雨（最上川）】（7月27～29日）
• 7月30日に最上川ダム統合管理事務所より、出水速報「前線及び低気圧に
伴う出水における寒河江ダム・白川ダム・長井ダムの防災操作（洪水調節）
効果について」を発表

• 7月31日に東北地方整備局河川部より、第1報「令和2年7月27～29日出
水（前線及び低気圧）の概要」を発表

• 8月6日に東北地方整備局河川部より、第1報「令和2年7月27～29日出
水（前線及び低気圧）出水概要」を発表

2.3 令和2年7月豪雨の出水におけるダムの効果の情報
発信状況（振り返り）

〇最上川



12引用：「前線及び低気圧に伴う出水における寒河江ダム・白川ダム・長井ダムの防災操作（洪水調節）効果について」

２日後
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【令和２年7月豪雨（筑後川） 】（7月5日～8日）
• 7月６日に筑後川河川事務所より、「梅雨前線に伴う筑後川水系の出水状況に
ついて(第１報)」を発表

• 7月7日に筑後川ダム統合管理事務所より、「【下筌ダム防災操作情報】異常洪
水時防災操作(3時間前)に関する情報」を発表

• 7月7日に筑後川ダム統合管理事務所より、「【下筌ダム防災操作情報】異常洪
水時防災操作(1時間前)に関する情報」を発表

• 7月7日に筑後川ダム統合管理事務所より、「【下筌ダム防災操作情報】異常洪
水時防災操作の開始に関する情報」を発表

• 7月8日に筑後川ダム統合管理事務所より、「【下筌ダム防災操作情報】異常洪
水時防災操作の終了に関する情報」を発表

• 7月28日に筑後川河川事務所より、「令和2年7月豪雨の出水概要 速報版」を
発表

• 7月30日に九州地方整備局より、「令和2年7月豪雨における出水について(第2
報)」を発表

• 10月14日に筑後川ダム統合管理事務所より、「令和2年7月豪雨の概要と松
原・下筌ダムの防災操作について」を発表

〇筑後川



14引用：「【下筌ダム防災操作情報】異常洪水時防災操作(3時間前)に関する情報」

ほぼリアルタイム
異常洪水時防災操作の可能性（7/7）



15引用：「令和2年7月豪雨の概要と松原・下筌ダムの防災操作について」

３か月後
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【令和3年7月6日～10日の大雨（川内川）】
• 7月10日に鶴田ダム管理事務所より、「鶴田ダム防災操作情報～緊急放流
に関する情報～」を発表

• 7月10日に鶴田ダム管理事務所より、「鶴田ダム防災操作情報（第2報）
～緊急放流に関する情報～」を発表

• 7月12日に鶴田ダム管理事務所より、「鶴田ダム防災操作の実施の効果につ
いて～7月6日から10日による大雨～」を発表

2.4 令和3年7月豪雨の出水におけるダムの効果の情報
発信状況

〇川内川



17

川内川の降雨状況（WGによる分析）



18引用：「【鶴田ダム防災操作情報～緊急放流に関する情報～」

異常洪水時防災操作の可能性（7/10 10時）
ほぼリアルタイム
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鶴田ダムのリアルタイム情報（7/10 12:00時点）
19

出典：国土交通省
川の防災情報

リアルタイム
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WGによる分析（洪水調節状況）

ダムによる
ピークカット

ダムが無ければ



21引用：「【鶴田ダム防災操作の実施の効果について～7月6日から10日による大雨～」

鶴田ダムの防災操作効果
（7/12） ２日後
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鶴田ダムの防災操作効果（7/20） １０日後
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鶴田ダムの再開発の効果（7/20） １０日後
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鶴田ダムの再開発の効果（WGによる分析）
• 「再開発後」（実績操作）と「再開
発前」（操作ルール模擬）による
洪水調節による貯留量を比較

• 「再開発後」の洪水貯留量
▫ 70,969千m3

▫ 治水容量98,000千m3

• 「再開発前」の洪水貯留量
▫ 49,443千m3

▫ 治水容量75,000千m3

• 「再開発」による治水容量増をもとに、
より大きく洪水調節効果を発揮

実績操作（再開発後）

再開発前（再開発前ルール）

再開発前ルール

カット率78%

カット率66%



25

鶴田ダムの再開発の複合的効果

再開発前

再開発後

内水氾濫のみ

氾濫は大幅減少貯留量増大
カット率増大

推込分水路

曾木の滝
分水路

流入量増大

放流量減少
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鶴田ダムの防災操作効果（7/20） １０日後
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2.5 ヒアリングの実施
ヒアリングで明らかになったこと 改善提案

【筑後川 松原ダム・下筌ダム】
 H30.6の通達は、知っているが、ダム洪水調節効果、下流河川

水位低減効果、被害状況（写真）の公表までにとどまっている。

 即時性を求めた場合の公表値の精度、計算にかかる労力と時間
から通達に示す効果の算出・公表までに至らない。

 公表資料は、ダム管理所と河川事務所で役割分担して作成して
いる。

 河川管理者が情報を表に出すとなると、マスコミや住民、反対
派などから根拠や精度を問われることも想定し（公表するとき
のインパクトも考えて）出し方を手探りしている。

（公表精度に対する改善）

 即時性を優先するため、精
度が低い場合は公表時に注
釈を入れる等の工夫を行う。

 速報可能な算定方法、その
精度検証を実施し、精度を
向上させる。

 可能な限りリアルタイムの
公開情報を用いた算定方法
を検討。

（即時的な情報発信に向けた
改善）

 早期公表の実現に向けて、
氾濫水位毎に浸水家屋数や
被害額等のテーブルを事前
に準備する。

 公表するタイミングや効果
の内容については、他地整
とも情報共有・連携するこ
とが重要。

 標準的な公表資料作成
マニュアルの提案

【最上川 寒河江ダム】
 H30.6の通達は、知っているが、ダム洪水調節効果、下流河川

水位低減効果、被害状況（写真）の公表までにとどまっている。
 １週間以内に効果を公表することを前提に、2～3日で直営で発

表資料の作成に努めている。

 ダム有無しの流出計算も算出したが、内水氾濫の取り扱いで手
間取ったため時間を要し、公表していない。

【川内川 鶴田ダム】
 H30.6の通達は、知っているが、ダム洪水調節効果、下流河川

水位低減効果、被害状況（写真）の公表までにとどまっている。

 氾濫水位毎に浸水家屋数や被害額等のテーブルを作成すること
で早期の公表は可能である。

 ただし、氾濫が生じた場合は、近隣住民の感情を逆撫でする可
能性もあるため、国交省からの発信は現実的に厳しい。

 公表資料は、3日以内に作成し、報告するように努めている。
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【令和3年８月豪雨（江の川）】(8月1３日)
• 8月17日に中国地方整備局より、「中国地方管内の出水概況（第1報）」
を発表

• 8月25日に土師ダム管理所より、「土師ダムの防災操作による利水効果（令
和3年8月豪雨）」を発表

• 8月27日に中国地方整備局より、「中国地方管内の出水概況（第２報）」
を発表

2.6 令和3年8月豪雨の出水におけるダムの効果の情報
発信状況
〇江の川

【特筆すべき点】
• 洪水調節時に、リアルタイムのダム情報（従来の情報に加え、ダムがなかった場合
の下流地点の水位）が配信されていたこと

• 出水後1か月以内に、土師ダムの防災操作による治水効果が速報され、その中に
土師ダムが防災操作しなかった場合の被害シミュレーション結果（浸水域の面的
情報と浸水家屋数などの数値）が公表されていたこと



34引用：「【中国地方管内の出水概況（第1報）」

• 令和3年8月11～19日にかけて、前線の停滞により、中国地方をはじめとした西日本
から東日本に至る広い範囲で大雨となった。

• この大雨により、江の川水系江の川で、氾濫が発生し、4水系6河川12観測所で、
「氾濫危険水位」を超過した。

中国地方の出水概況（8/17） 出水４日後



35引用：「【中国地方管内の出水概況（第1報）」

• 洪水調節を行った中国地整管内の管理11ダムで、約6千万m3の洪水を貯留し、
下流河川の流量を低減した。

• 尾原ダム、弥栄ダムの2ダムでは、特別防災操作を実施し、土師ダムでは、事前放流を
実施した。

中国地方の出水概況（8/17） 出水４日後
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中国地方整備局のHPにおいて、「中国地方整備局ダム防災情報システム」に
よってリアルタイムのダム情報及びダムの防災操作の効果が公表されている。

ダ ム が 無
かった場合
の下流地点
水位がリア
ルタイムで
配信されて
いる。」

公表した数値に対し、
注釈をつけている。」

中国地方のダム操作状況 リアルタイム



37引用：「【土師ダムの防災操作による治水効果（令和3年8月豪雨）」

「仮にダムが防災操作を実施して
いなければ～推定されます。」と
ダム効果として浸水面積や被害戸
数を定量的に言っている。」

公表した数値に対し、注釈をつけ
ている。」

ダムの防災操作有無による浸水域
の軽減の面的情報と数値による情
報を公表している。」

土師ダムの防災効果（8/25） 出水１２日後
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2.7 ダムの効果の情報発信状況のタイミング
大洪水時の即時的な情報発信の状況(洪水発生から14日間経過に着目)

経過日数(日)
対象河川
(洪水発生月)

0 １ 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

川の防災
情報 ②’

最上川
(R2.7月)

② ②
③
④

筑後川
(R2.7月)

② ②
③
④

川内川
(R3.7月)

② ②
③
④

江の川
(R3.8月)

② ②

②’

③ ③
④ ④

＜凡例＞
情報発信の内容

ダム最大流入量、
放流量

②➜ 下流ダム地点水位
(ダム有り無し)

③➜ 浸水域
(ダム有り無し)

④➜ 浸水被害

＜出典＞
関係地方整備局・事務所
の報道・記者発表資料

HPで記者発表

HPで記者発表

記者発表

記者発表

「川の防災情報」によるリアルタイム配信（ダム有）

「川の防災情報」によるリアルタイム配信

HPで記者発表

HPで記者発表

HPで記者発表
HPで記者発表

HPで記者発表

「ダム防災情報システム」によるリアルタイム配信

「ダム防災情報システム」によるリアルタイム配信（ダム有）

HPで記者発表

「ダム防災情報システム」によるリアルタイム配信（ダム有）
（ダムなし） 防災操作終了後、配信がなくなった。

HPで記者発表
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2.8 改善提案
中国地方整備局及び土師ダム管理所の取組み 改善提案

【中国地方整備局ダム防災情報システム】

 中国地方整備局管内のダムを集約してホームページで配
信していること、洪水調節中のダムが一目でわかるよう
にしていることなど、利用者の利便性を考慮したシステ
ムである。

 洪水調節中は、下流地点のダム有り無しの水位がリアル
タイムで配信されており、ダムの効果がわかりやすい。

 下流のダム無しの水位は、ダム調節量を下流地点の流量
に加え算定している。ダム放流量の到達時間は考慮され
ていない。

 下流地点の水位は、通過流量をH-Qで換算している。
使用するH-Qを適切にメンテナンスしないと算定精度が
低下する。

 即時的に情報を配信するために、上記の算定精度につい
ては注意書きをつけて配信することで対処している。

（公表精度に対する改善）

 即時性を優先するため、精度が低い
場合は公表時に注釈を入れる等の
工夫を行う。

 速報可能な算定方法、その精度検証
を実施し、精度を向上させる（到達
時間の設定方法、H-Qの即時的な精度
向上方法等）。

 可能な限りリアルタイムの公開情報
を用いた算定方法を検討。

（即時的な情報発信に向けた改善）

 早期公表の実現に向けて、氾濫水位
毎に浸水家屋数や被害額等のテーブ
ルを事前に準備する。

 公表するタイミングや効果の内容に
ついては、他地整とも情報共有・連
携することが重要。

 即時的にダム効果公表を行うための
課題の整理（3日後、10日後までの公
表を目指すため）。

 標準的な公表資料作成マニュアルの
提案

【土師ダム】

 予め確率規模毎の浸水深図を作成しており、洪水時の流
量と照合し、浸水深図を当てはめることで、即時性を
計っている。浸水戸数、浸水面積等の情報も同様に確率
規模毎のテーブルを作成し、算定している。（計算に係
る労力と時間を削減）

 ダム効果資料作成後、公表まで5日が経過している。
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１．背景と検討方針

２．ダム効果の即時的かつ効果的な情報発信について

３．ダム事前放流の効果的実施

４．今後の予定

• ダム大規模洪水対応WGの設立の背景
• 「ダム効果の情報発信」と「事前放流」の2点に着目

• 通達「出水後の速報作成に当たっての留意事項について」
• R2.7豪雨、R3.7豪雨及びR3.8豪雨における情報発信状況
• 情報発信の改善提案

• 事前放流の実施状況
• 事前放流に関する課題認識
• 事前放流を効果的に実施するために提言

〇講演内容の構成
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3.1 活動状況
「令和2年度」
• 木曽川水系岩屋ダム及び那賀川水系長安口ダムを対象に、事前放流の検
証、事前放流を効果的に実施するための分析及び提言の取りまとめ

• 防災研究所特定研究集会 2020C-04/令和2年第2回水資源セミナー
「降雨予測情報を用いたダムの多面的な操作の高度化」において、「事前放
流の課題」を発表

「令和3年度」
• ダム工学会誌(vol.31 No.2 2021 120)のダム貯水池課題研究部会の部
会報告において、「ダム事前放流の効果的実施に関する提言(案)（骨
子）」を発表
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（1）事前放流の効果、容量確保実績
2019年台風第19号に対する事前放流
2020年7月豪雨に対する事前放流
2020年台風第10号に対する事前放流
2021年8月の豪雨に対する事前放流
（2）効果を高める工夫が行われた事例の把握
●予備放流を行った後、さらに事前放流を実施
●複数のピーク雨量に対応するため、後期放流量
を増加させるただし書き操作の実施

●予め貯水位を低下することによる容量確保

大規模洪水対策WGにおける事例分析

●事前放流ガイドラインの策定以降、事前放流を実施した実績が増加している。
●大規模洪水対策WGにおいて、事前放流の事例分析を行い、事前放流の効果を高める工夫が
行われた事例を把握した。

3.2 事前放流の実施状況

No 豪雨イベント 事前放流実施ダム 洪水調節実施ダム 出典
1 2019年台風第19号 33 146 ※1
2 2020年7月豪雨 46 219 ※2、※3
3 2020年台風第10号 76 17 ※2、※3

4 2021年8月の前線停滞
に伴う大雨 69 200 ※3、※4

※1：第1回ダムの洪水調節に関する検討会 資料2-3
※2：国土交通省WEBサイト 令和2年度出水期における事前放流の実施状況
※3：国土交通省WEBサイト 災害・防災情報（2021年11月時点）
※4：国土交通省WEBサイト 令和3年度出水期における事前放流の実施状況
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2021年8月の豪雨における事前放流（牧尾ダム） 令和3年8月の豪雨の特徴
●前線の活発化により、九州地方、中国地方、
四国地方、中部地方で大雨となった。

●牧尾ダムでは貯水池流入量が洪水量に達する
約2日前から事前放流により貯水位を低下し、
1670万m3の空き容量を確保した。

●木曽川水系で計13ダムが事前放流を実施した。
木曽川上流部では牧尾ダムをはじめ、5つの
利水ダムで合計5350万m3の容量を一時的に
確保し、洪水を貯留した。

●これにより下流桃山地点において、ピーク流量を
約２割低減し、浸水被害を抑制する効果を得た。

水資源機構 牧尾ダム（木曽川水系）

データの出所：気象庁解析雨量、GSMガイダンス
国交省水防災オープンデータサービスによる配信資料

操作のポイント
・事前放流はGSMが基準雨量超過

（8月11日1時30分)
・その前の8月10日19:20から貯水

位低下開始
・長時間アンサンブルの活用

（降雨継続の把握、流出モデル
が72時間までで、水位低下量
の算出には活用できていない）

・治水協定以上の水位低下
予測流入量で設計洪水位を超過
さらなる水位低下が必要と判断
利水者に説明し理解を得た
（降雨継続が予想され、利水上
のリスクはないと判断）

ダム施設上の制約
・クレスト標高が874mであり、事前放流量の400m3/sを流すことができる
水位の限界(約873.5m)。洪水増加に対して放流操作が追随できない可能性あり



47

2021年8月の豪雨における事前放流（早明浦ダム）
水資源機構 早明浦ダム（吉野川水系）

データの出所：気象庁解析雨量、GSMガイダンス
国交省水防災オープンデータサービスによる配信資料

令和3年8月の豪雨の特徴
●前線の活発化により、九州地方、中国地方、
四国地方、中部地方で大雨となった。

●早明浦ダムでは貯水池流入量が洪水量に達する
約1日前から事前放流により貯水位を低下し、
890万m3の空き容量を確保した。

●早明浦ダムではピーク流入時に放流量を
約790m3/s低減した。

●これにより下流本山橋地点において、ピーク水位を
約1ｍ低下したと推定される。
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事前放流による容量確保の効果
草木ダム（2019年台風第19号）
●予備放流後の容量 2000万m3（119mm）
●事前放流後の容量 3500万m3（209mm）
相当雨量換算で約90mmの容量を確保し、
洪水調節容量の175％に相当する容量で洪水対応

岩屋ダム（2020年7月豪雨）
●洪水調節容量 5000万m3（216mm）
●事前放流後の容量 6142万m3（265mm）
相当雨量換算で約49mmの容量を確保し、
洪水調節容量の123％に相当する容量で洪水対応

長安口ダム（2020年台風第10号）
●洪水調節容量 1096万m3（142mm）
●事前放流後の容量 1738万m3（225mm）
相当雨量換算で約83mmの容量を確保し、
洪水調節容量の158％に相当する容量で洪水対応

早明浦ダム（2021年8月の豪雨）
●洪水調節容量 9000万m3（376mm）
●事前放流後の容量 9890万m3（413mm）
相当雨量換算で約37mmの容量を確保し、
洪水調節容量の110％に相当する容量で洪水対応

●事例分析を行ったダムでは、相当雨量換算で約40~100mmの
容量を確保し、洪水対応を実施している。

洪水調節容量をカット率で除し、補正して示す
カット率＝ 計画最大流入量A－計画最大放流量B

計画最大流入量A

ダム諸元の出所：ダム年鑑2019（日本ダム協会）全国ダム施設現況

牧尾ダムの試算
（カット率20%と仮定）

牧尾ダム（2021年8月の豪雨）
●治水協定上の容量 917万m3（150mm）
●実績事前放流後の容量 1670万m3（275mm）
カット率を20％と仮定した場合に、相当雨量換算で
約125mmの容量を上乗せて確保
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河川整備状況を踏まえた事前放流の位置づけ
事前放流の位置づけは、下流河道の整備進捗、洪水防御区域の土地利用により異なり、
河川整備状況を踏まえた課題解決が必要。

事前放流の位置づけ 河川整備状況／想定される課題
１．超過洪水対策
●計画規模を超える洪水の頻発に対応する事前放流の実施。
●計画規模を超える洪水に対して、異常洪水時防災操作の
回避・緩和による被害軽減を図る。

●利水ダムの協力により、放流量を低減し、被害軽減を図る。

流域の特性
●河川整備計画で位置づけられた施設整備は概ね完成。
想定される課題
●事前放流の効果を高めることを目的としたダム再生事業。
●利水ダムとの情報連絡体制の整備。

２．治水安全度が低い流域における被害軽減
●下流河道の治水安全度が低いことを補う事前放流の実施。
●暫定的な操作規則により不足する洪水調節容量を補う。
●下流の被害発生時に特別防災操作による貯留を可能とする。
●利水ダムの協力により、放流量を低減し、被害軽減を図る。

流域の特性
●河川整備計画で位置づけられた施設整備は実施途中。
想定される課題
●河川整備計画で位置づけられた河道改修の進捗を踏え、
ダム操作規則の見直しが必要。

●事前放流の効果を高めることを目的としたダム再生事業。
●被害発生が想定される降雨が予測される頻度が多く、
事前放流に伴う施設管理者の負担が大きい。

●利水ダムとの情報連絡体制の整備。

3.3 事前放流に関する課題認識
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河川整備の進捗を踏えたダム操作規則の見直し
課題：河川整備の進捗を踏まえたダム操作規則の見直し
事例：洪水調節開始流量の見直しにより、暫定操作ダムの治水安全度を引き上げ、

より大きな規模の洪水で洪水調節効果を発揮可能とする。

資料出典：第1回 ダムの洪水調節に関する検討会（令和元年12月24日開催）配付資料
資料2-2 「異常豪雨の頻発化に備えたダムの洪水調節機能と情報の充実に向けて（提言）」（平成30年12月）を受けた取組状況より引用

●一庫ダムは最大放流量を150m3/sとする暫定的
な操作を実施。（約1/20の洪水に対応）

●ダム下流河川の河道整備の進捗状況を踏えて
より効果的な操作方法の検討を実施。

●令和元年から最大放流量を200m3/sに変更し
より大きな規模の洪水に対しても効果を発揮
可能とした。（約1/30の洪水に対応）
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事前放流を効果的に実施するための技術開発
事前放流を効果的に実施するために、降雨予測精度の向上、降雨予測を活用した洪水調節方法の
検討など、技術開発を推進する必要がある。

技術開発の推進が必要な事項 今後の課題
１．降雨予測技術
1）ダム施設管理者がリアルタイムで更新される降雨予
測情報を入手可能となることが望ましい。

2）事前放流に利用可能な精度を有する長期の降雨
予測が入手可能になることが必要。

1）リアルタイムで更新される降雨予測情報の提供
（国総研において既に実装済）

2-1）約5日先までの定量的降雨予測プロダクトの現業化。
2-2）メソモデル予測の長時間化等による降雨予測精度の改善。
2-3）アンサンブル予報等の長期降雨予測技術を利用した無効放
流の軽減を可能とするダム操作の開発。

２．降雨予測を活用した洪水調節
1）気象予測に基づく予測雨量の精度評価が必要。

2）事前放流により確保した容量を活用して洪水調節
効果を高める操作方法の検討が必要。

1）事前放流に利用する降雨予測の特性が評価され、事前放流に
携わる施設管理者に技術情報が提供されることが望ましい。

2-1）複数のピークを持つ洪水に対して、後期放流量を増加する
ただし書き操作との組み合わせなど、洪水調節効果を高める操作
の検討を行う。

2-2）特別防災操作（オーバーカット）、予測雨量に対応した不定
率調節など、洪水調節効果を高める方法の検討を行う。
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事前放流を効果的に行うため必要な予測期間
●現在入手可能な3.5日先までの予測を利用して事前放流等の準備が可能な時間は約1.5日間。
●事前放流等を安全かつ効果的に実施するには、約5日先までの定量的な降水量予測を入手できることが望ましい。

●大規模な台風に対してGSMガイダンスは3.5日先
までの雨量を精度よく把握できる。

●降雨継続時間（48時間）を考慮すると、降雨の
降り初めまでに準備可能な時間は約1.5日間

●事前放流等を安全かつ効果的に実施するため、
準備可能時間を約3日間確保するには、約5日先
までの定量的な降水量予測が必要
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全球アンサンブル予報による台風の進路予報例
●全球アンサンブル予報を用いると、大型の台風による進路、影響が予想される時間帯を早期に把握できる。

上陸7日前 上陸6日前

上陸5日前 上陸4日前 上陸3日前 上陸2日前

上陸8日前上陸9日前

10月3日21時 10月4日21時 10月5日21時 10月6日21時

10月7日21時 10月8日21時 10月9日21時 10月10日21時

欧州中期予報センター（ECMWF）による
2019年台風第19号に対する進路予報

データの出所：ECMWF全球アンサンブル予報GPV
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アンサンブル予報を利用したダム操作の開発
●アンサンブル予報等の長期降雨予測技術を利用することで、事前放流の対象となる時間を長時間化できる可能性がある。
●事前放流の対象となる時間を長時間化することで、無効放流の低減を図ることが可能と考えられる。

資料の出典：令和２年度ダム工学会総会特別講演 京都大学防災研究所角哲也教授講演資料より引用

●新成羽川ダム（中国電力㈱）、河本ダム
（岡山県）、一庫ダム・木津川ダム群
（水資源機構）などにプロトタイプモデル
を提供

●アンサンブル降雨予測システム単独で、
亀山/高滝ダム(千葉県)に提供

●木津川ダム群では、ダム群連携最適操作
シミュレータを開発

●木曽川水系でも情報提供開始

●Ｈ30西日本豪雨などを例に、新成羽川
ダムで事前放流の効果を検証

●R1台風第19号を例に、利根川上流ダム
で事前放流の効果を検証

●発電ダムの１週間単位の最適利水運用
操作にも活用可能
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Before

After

GSMガイダンス予測

予測は2日～3日先まで
予測は１つ（信頼性不明）
予測更新時に大きく変動（予測は当たらない！との感覚）
降雨の規模感（総降雨量、ダムへの総流入量）が不明

（ダム管理者は不安）

長時間アンサンブル予測(15日間）
上位予測

中位予測
下位予測

51メンバ

予測は15日先まで
予測は51個（貯水量が回復しないリスク・洪水リスクを考慮）
予測更新時に変動が少ない（安定感）
長時間アンサンブル予測により、洪水の「その先」が見える

＝ ダムへの全体流入量が把握可能 （次の洪水への備えも可能）
事前放流の必要性を判断し、早期開始を可能に！

After
（ダム管理者に安心感）

長時間アンサンブル予測の必要性
（木津川ダム総合管理事務所の実測例）
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NHK時論公論2021.10.14
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NHK時論公論2021.10.14
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NHK時論公論2021.10.14
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NHK時論公論2021.10.14
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NHK時論公論2021.10.14
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NHK時論公論2021.10.14
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大きく事前放流

小さく事前放流

高い水位で維持

しばらく台風が
来ない場合

アンサンブル予測とダム管理の高度化
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長時間アンサンブル予測の事例
R３年８月豪雨対応(中国電力・新成羽川ダム）

台風9号
前線性降雨

8/2予測

8/6予測

8/10予測

25
20
15
10

5
0

雨量(mm)

8/1     2       3       4       5       6      7        8       9      10     11     12    13      14     15     16     17
25
20
15
10
5
0 8/5    6       7       8      9      10      11     12     13     14    15      16     17     18      19    20     21
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8/9   10     11     12     13     14      15     16     17     18     19     20     21     22     23     24     25

台風9号

実績72mm/39hr

前線性降雨

基準雨量
110mm/39hr

実績240mm/39hr
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利水機能の増進・環境保全に対する寄与
事前放流を利用して、利水機能の増進や環境保全に寄与する貯水池運用を図ることができる。

利水・環境保全に対する着目点 今後の課題
１．弾力的管理による利水機能の増進、環境保全
1）弾力的管理による活用水位への貯留により、発電など
利水機能の増進、河川環境の保全を図ることができる。

2）既往の弾力的管理における容量確保は事前放流開始
基準のリードタイムが短時間であることに起因し、小規模
な事例が多い。降雨予測のリードタイムが長時間となるこ
とで、活用水位で貯留可能な容量を拡大できる可能性
がある。

1）弾力的管理において洪水が想定される際に放流する基準
（事前放流開始基準）は、台風位置、予報・警報情報等
に基づき設定されていることが多い。事前放流に利用する長
期の降雨予測技術を用い、事前放流開始基準を設定する
方法について検討する必要がある。

2）予測のリードタイムが長時間となることで、活用水位で貯留す
る容量の拡大が可能であるか、検討する必要がある。

２．事前放流時の環境影響等の評価
1）事前放流に伴う貯水位低下により、堆砂の移動、水質
影響が懸念される。

2）事前放流に伴う貯水位低下に伴い、貯水池斜面の安
全性に関する課題が顕在化する可能性がある。

1-1）貯水位低下に伴う土砂移動の状況を把握し、貯水池管
理上の支障がないことの確認方法を提案することが必要であ
る。

1-2）貯水位低下に伴う濁水の発生について、貯水池内水質、
下流河道水質に支障が生じないことのモニタリング方法を提
案
することが必要である。

2）予備放流・事前放流に伴う貯水位低下に対して貯水池斜
面安全性を確認する方法の提案が必要である。



67

弾力的管理による活用水位からの事前放流
●弾力的管理による活用水位は、洪水量に達することが想定される場合に事前放流を行う。
●降雨予測のリードタイムが長時間化することで、活用水位の貯留量を拡大できる可能性がある。

画像の出典：近畿地方管理ダム等フォローアップ委員会 真名川ダム定期報告書案より引用

真名川ダムにおける弾力的管理試験の例
●7/1～9/30の期間、制限水位+2.00ｍ
の範囲で弾力的管理による貯留を実施。

●自然出水再現放流を行い、自然裸地の
創出によるカワラハハコ群落の保全、
河床攪乱による底生動物、魚類の多様性
の維持が認められる。
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貯水位低下時の土砂移動の評価例
●事前放流に伴う貯水位低下により、貯水池内の堆砂が移動する可能性がある。
●貯水池内の土砂移動が生じても貯水池管理に支障がないことの確認方法を提案する必要がある。

画像の出典：北海道地方管理ダム等フォローアップ委員会 金山ダム定期報告書概要版より引用

貯水位低下に伴う土砂移動の把握事例（金山ダム）
●平成28年8月の洪水に伴い、過去最大の
土砂流入が発生。貯水池に流入した土砂
は主に洪水貯留準備水位付近に堆積した。

●洪水の翌年となる平成29年は利水補給に
伴い、貯水位が大きく低下した。

●貯水位低下に伴い、洪水貯留準備水位
付近から平成29年の実績貯水位付近に
土砂移動が生じた。

●経年的に実施しているナローマルチビーム
測量により土砂の動態は把握されており、
貯水池管理に支障は生じていない。

金山ダム
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貯水位低下時の濁水発生の評価例
●事前放流に伴う貯水位低下に伴う土砂移動により、濁水が発生する可能性がある。
●貯水池水質、下流河川の水質に支障がないことのモニタリング方法を提案する必要がある。

画像の出典：京都府大野ダム総合管理事務所「大野ダムの事前放流に係る実証実験（最終）の結果について」より引用

貯水位低下に伴う濁水の把握事例（京都府大野ダム）
●最低水位から5ｍ低位まで貯水位を低下する
事前放流の実証実験を行い、ダム管理設備、
貯水池、ダム放流水への影響有無を確認。

●前回実証実験で判明した、繋船設備の貯水位
低下対応を実施中。

●今回実証実験で、ダム管理設備（制御処理
設備、放流設備）に影響がないことを確認。

●ダム貯水位の低下に伴い貯水池に濁りの発生
を確認した。放流水の最高濁度は20度であり、
出水時の最高濁度170度と比較して濁りの
程度は少ないことを確認。

●令和３年度出水期から、最終目標貯水位を
最低水位から5ｍ低位までとする事前放流の
運用を目指す。
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（1）流域の河川整備状況をふまえた事前放流の実施
●計画規模を超過する豪雨の頻発を踏え、事前放流によりダム
の洪水調節効果を最大限に発揮し、下流の被害軽減を図る
必要がある。

●事前放流など柔軟なダム操作を実施可能とするため、低標高
部の放流設備新設などダム再生を推進することが望ましい。

●利水ダムの治水協力が必須であるため、降雨継続時間、基準
降雨量の設定を適切に行うことで、施設管理者の負担軽減に
配慮することが望ましい。

●利水ダムの諸量観測データが国土交通省システムに接続され、
情報連絡体制が拡充されることが望ましい。

（2）事前放流を効果的に実施するための技術開発
●事前放流に利用可能な精度を有する約5日先までの定量的
な降雨予測プロダクトの入手が可能となることが望ましい。
●さらに長時間のリードタイム、かつ、予測の不確実性を補う長時
間アンサンブル予測の技術開発と活用が望まれる。
●事前放流に利用する降雨予測の特性が評価され、施設管理
者に技術情報が提供されることが望ましい。

●事前放流により確保した容量を活用し洪水調節効果を高める
操作方法の検討が必要である。

（3）利水機能の増進、環境保全に対する寄与
●弾力的管理による活用水位からの放流判断に事前放流に
用いる降雨予測技術を利用することで、利水機能の増進、
環境保全への寄与を図ることができる。

●事前放流に伴う貯水位低下による土砂移動、水質影響等
のモニタリング方法を一般化する必要がある。

●予備放流・事前放流に伴う貯水位低下に対し貯水池斜面
安全性を確認する方法の提案が必要である。

3.4 事前放流を効果的に実施するための提言

ダム工学 2021 年 31 巻 2 号
ダム事前放流の効果的実施に
関する提言（案）（骨子）
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１．背景と検討方針

２．ダム効果の即時的かつ効果的な情報発信について

３．ダム事前放流の効果的実施

４．今後の予定

• ダム大規模洪水対応WGの設立の背景
• 「ダム効果の情報発信」と「事前放流」の2点に着目

• 通達「出水後の速報作成に当たっての留意事項について」
• R2.7豪雨、R3.7豪雨及びR3.8豪雨における情報発信状況
• 情報発信の改善提案

• 事前放流の実施状況
• 事前放流に関する課題認識
• 事前放流を効果的に実施するために提言

〇講演内容の構成
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大規模洪水時におけるダム効果の情報発信 事前放流

WG活動

令和2年8月～令和４年9月（予定）
【今後の活動内容】
①各種情報収集（令和4年度洪水情報）
②河川及びダム管理者へのヒアリング
③簡易解析、計算

（②③は、必要に応じて）
④提言取りまとめ

令和2年年8月～令和４年9月（予定）
【今後の活動内容】
①各種情報収集
（令和3年度実施情報）
②提言取りまとめ

成果（イメージ）

■即時的かつ効果的にダムの洪水調節効果を社会
に情報発信していくための提言（留意点等）を取
りまとめる

□ダム及びそれ以外の治水設備効果量を公表する
ための算定方法に関する技術的課題と方針

□上記の効果量をマスコミ等へ情報発信する際の
留意点整理（タイミング、公表する項目および精
度、アウトプットイメージ等）

■ダム事前放流をより効果的に実施す
るための課題と対応方策について提言
を取りまとめる。

雑誌「ダム工学」投稿
NO.120（R3年9月発刊）
NO.122（R4年9月発刊）（予定）

NO.120（R3年9月発刊）

講演会等での発表

R2.11.19 R3.11.18 R4.〇.〇（予定）
「ダム工学会研究発表会・特別講演会・講習会」の特別講演として、WGの活動現状を報告

－

R3.1.22
京都大学防災研究所特定研究集会

降雨予測情報を用いたダムの多面的な
操作の高度化

ダム工学会HP投稿

R4.9.30（予定）
ダム工学会としての提言を掲載

R4.3.31（予定）
ダム工学会としての提言を掲載

４．今後の予定




